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常支出　2)  公共投資から成る（上）及び表 1 〜 9は『商経論叢』第 68号に掲載されている。







た 5。その結果，04年には 2437百万ルピー，05年には 1020百万ルピーを計上した民営化収入は











0.6％，01年 0.6％，02年 1.1％，03年 0.8％，04年 1.0％，資本移転は 00年 1.0％，01年 0.5％，
02年 0.7％，03年 0.8％，04年 0.9％であった。経常移転は 0.6％〜 1.1％，資本移転は 0.5％〜 1.0％
で推移し，減少傾向は見られない。05年以降は経常移転 8が 05年 0.9％，06年 1.1％，07年 0.8％，
08年 0.7％，09年 0.7％，10年 0.6％，11年 0.6％，12年 0.5％，13年 0.5％，14年 0.6％，資本
移転が 05年 0.8％，06年 0.7％，07年 0.7％，08年 0.5％，09年 0.4％，10年 0.4％，11年 0.4％，
12年 0.4％，13年 0.3％，14年 0.3％であった。経常移転は 06年に 1.1％を記録したものの，そ
の後は減少傾向に転じ，小数点第 2位まで見れば 11年以降は 0.6％を切った。資本移転はさら






する目的で国家資産管理公社（State Resources Management Corporation Ltd.）が設立されている（Central Bank of 
Sri Lanka［2012］P.128，http://investsrilanka.blogspot.jp/2010/12/sri-lanka-sets-up-management-company.html）。








8 経常移転に関してのみ「公企業」（Public Enterprises）であった項目名が Central Bank of Sri Lanka［2010］以降「公
企業・機関」（Public Corporations and Institutions）へと変更された。ただし，2000年から 07年まで両項目の数
値を確認できるが，同じ値であり，項目名の変更は実質的には影響はないと見られる。















債務は，12年には同年のGDP比で 0.6％となる 436億ルピーにまで達しているのである 12。また，
国内商業銀行からの債務の問題はセイロン石油公社（CPC）13においてさらに深刻で，12年には
2014億ルピー，GDP比 2.7％にまで膨らんでいる 14。CEBやCPCを含む非金融公企業全体の国内商
業銀行からの債務残高を見ても，12年では 2925億ルピーでGDP比 3.9％，14年には 4460億ル
ピー，GDP比 4.6％にまで達している。非金融公企業全体の外国からの債務も 12年で 2160億ル
ピー相当，GDP比 2.9％，14年には 3087億ルピー，GDP比 3.2％にも達する。しかも，スリラン








11 Central Bank of Sri Lanka［2008］P.123，131，Central Bank of Sri Lanka［2014］P.164。
12 2014年には国内商業銀行に対する債務残高は 474億ルピーにまで増加したが，GDP比は経済成長に伴って
GDPの規模が拡大したことにより 0.5％となっている。なお，CEBの国内商業銀行に対する債務残高のデータ
は 12年以降しか入手できなかったが，06年の銀行システムに対する CEBの債務残高は 103億ルピーとされ
（Central Bank of Sri Lanka［2007］P.105），国内商業銀行からの債務が急速に膨張していることは明らかである。
ちなみに，06年の 103億ルピーは同年の GDP比で 0.4％に当たる。
13 スリランカでの石油の輸入販売の 3分の 2を担い，CEBの場合と同様，公定の燃料価格の調整もしばしばなさ
れていた。また，原油の輸入価格の変動リスクをヘッジするためにシティ・バンクやスタンダード・チャーター
ド銀行等と 2007年に結んだ契約が原因でかえって多額の支払いを強いられ，燃料価格高止まりの原因となっ
て政治問題化したこともある。Central Bank of Sri Lanka［2008］P.124，Central Bank of Sri Lanka［2014］P.164，
Central Bank of Sri Lanka［2015］P.141，アジア経済研究所［2009］P.526 〜 528等を参照。 
14 2014年には国内商業銀行に対する債務残高は 2456億ルピーにまで増加したが，GDP比は 2.5％となった。なお，
CPCの国内商業銀行に対する債務残高のデータは 12年以降しか入手できなかったが，06年の銀行システムに
対する CPCの債務残高は 172億ルピー（Central Bank of Sri Lanka［2007］P.105）と，同年の GDP比で 0.6％に
当たり，CEBの 103億ルピーを大きく上回っていた。加えて，その後も CEBのそれを大きく上回る速度で債
務が膨張したことは明らかである。







































の 4.1％から減少傾向が続き，13年には 2.3％にまで低下したが，14年には 2.6％に上昇してい










与のGDP比は 1.3％であるが，これは 04年の 0.4％から一気に増加した結果である。04年 12月
に発生したインド洋大津波による被害への援助が，この急増の主たる理由と考えられる。その後，
贈与のGDP比は，13年の 0.1％まで一貫して低下する。構成比を見ても，10年以降，贈与の比













18 例えば，イギリスのキャメロン首相（当時）が 2013年 11月 14日に BBCテレビで，スリランカが内戦時に「大
きな罪を犯した疑いがある」として英連邦首脳会議の議題にすると表明し，ラジャパクサが強く反発した（産



















































Lanka dismiss EU GSP+ conditions. 2010, June 30. Tamil Guardian，P.5，アジア経済研究所［2010］P.524，アジア
経済研究所［2011］P.510，511，513，JETRO［2013］P.2，3，木村［2014］P.67，アジア経済研究所［2016］P.554，
555。









比でも，2008年の 8.1％に対して 14年には 6.2％と低下傾向が見られる。しかし，表には記され
ていないが，EUへの輸出のGDP比は 04年には 4.8％を記録していたが，05年には 4.1％に低下














































ロンボ市とカトナヤケ国際空港を結ぶ有料高速道路では，建設費 2億 9200万ドルのうち 85％ 30，
ノロッチョライ発電所では 4億 5500万ドル 31が中国から融資されている。









24 推定値を含み，示された年も国によって異なるが，スリランカの 3.9％に対し，サウジアラビアが 10.0％，イラ


























党議員等から，中国からの借入利率が他の国際金融機関等と比べて 3 〜 6％高いとの批判も生じ
た 35。何より，中国からの援助がラジャパクサの一族の利権につながっているとの国民の反発は

































14年の 10年間の平均で 6.7％，09年を除いた 9年間の平均は 7.1％に達する。02年から 04年全
てで 8％を超えていた失業率は，ラジャパクサ政権下では順調に低下し，10年以降は 4％台で推
移した。そして，消費者物価上昇率も，08年までは 2桁台，特にリーマン・ショックが起きた



































































































































































49 外務省のウェブサイト（http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/srilanka/data.html，2017年 8月 31日閲覧）によれば，
スリランカの民族構成は，シンハラ人が 74.9％，タミル人が 15.3％，スリランカ・ムーア人が 9.3％となっている。












ラジャパクサが反発した 2013年 11月 14日の当時のキャメロン英首相のBBCテレビとのインタ
ビューについては既に紹介したが，そのキャメロンは，スリランカより人権を尊重していると
は到底評価し難い中国を同年 12月に訪れた際には，イギリスは西側諸国で中国の最大の支持者






















をやめろというアプローチは現実を見ていない」と発言していた（時事通信 2009年 5月 15日配信「高須大使，
一時戦闘停止に否定的＝国連総長はスリランカ訪問検討」）。
52 船津［2012a］P.3，4。
53 Watt, Nicholas and Mason, Rowena. David Cameron calls for new EU-China free trade agreement. 2013, December 2. The 
Guardian （https://www.theguardian.com/politics/2013/dec/02/david-cameron-china-advocate-western-world）。
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